
 

 

 

 

 

関係府省提出資料 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

通番 ヒアリング事項 府省名 ページ 

３９ マイナンバー利用事務の拡大（1 件） 内閣官房 １～４ 

２４ 
水素ステーションの設置に係る高圧ガス保安法令

等の見直し（1 件） 

経済産業省 ― 

国土交通省 ― 

総務省消防庁 ― 

５３ 
旅館業等の許可等に係る暴力団排除のための不

許可事由の見直し（3 件） 

経済産業省資源エネルギー庁 ５～７ 

経済産業省 ８～１０ 

厚生労働省 １１～１４ 

２２ 
市町村策定の創業支援事業計画認定権限の都道

府県への移譲（3 件） 

経済産業省中小企業庁 

１５～１９ 

総務省 

５４ 
地域産業資源活用事業計画の認定権限等の都道

府県への移譲（7 件） 
経済産業省中小企業庁 ２０～２４ 

４０ 
消費者安全法の勧告・命令権限の都道府県への

移譲（1 件） 
消費者庁 ２５～２７ 
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通番３９：マイナンバー利用事務の拡大（内閣官房）
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◎
採
石
法
は
、
「
採
石
権
の
制
度
を
創
設
し
、
岩
石
の
採
取
の
事
業
に
つ
い
て
そ
の
事
業
を
行
う
者
の
登
録
、
岩
石
の
採

取
計
画
の
認
可
そ
の
他
の
規
制
等
を
行
い
、
岩
石
の
採
取
に
伴
う
災
害
を
防
止
し
、
岩
石
の
採
取
の
事
業
の
健
全
な

発
達
を
図
る
こ
と
に
よ
っ
て
公
共
の
福
祉
の
増
進
に
寄
与
す
る
こ
と
」
を
目
的
と
し
て
、
採
石
業
者
の
登
録
制
度
等
を

規
定

し
て
い
る
（
昭

和
2
5
年

制
定

）
。

【
採

石
法

の
概

要
】

１
．
採

石
権

（
第

4条
等

）
・
他
人
の
土
地
に
お
い
て
岩
石
を
採
取
す
る
こ
と
を
内
容
と
す
る
権
利
（
物
権
）
を
創
設

２
．
採

石
業

者
の

登
録

制
度

（
第

32
条
等
）

①
採
石
業
を
行
お
う
と
す
る
者
に
対
す
る
都
道
府
県
知
事
に
よ
る
登
録
制
度
を
規
定

②
以
下
の
場
合
に
は
都
道
府
県
知
事
は
登
録
を
拒
否
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い

i.
採
石
法
違
反
に
よ
り
罰
金
以
上
の
刑
に
処
せ
ら
れ
た
者

ii.
過
去
二
年
以
内
に
採
石
業
登
録
の
取
消
し
を
受
け
た
者

iii
.

採
石
業
者
の
事
務
所
ご
と
に
業
務
管
理
者
を
置
い
て
い
な
い
者

等

３
．
採

取
計

画
の

認
可

制
度

（
第

33
条
等
）

①
採
石
業
者
が
岩
石
の
採
取
を
行
お
う
と
す
る
場
合
の
都
道
府
県
知
事
等
に
よ
る
採
取
計
画
の
認
可
制
度
を
規
定

②
認

可
の

基
準

→
岩
石
の
採
取
が
他
人
に
危
害
を
及
ぼ
す
等
公
共
の
福
祉
に
反
す
る
と
認
め
る
と
き
は
、
都
道
府
県
知
事

等
は
認
可
を
し
て
は
な
ら
な
い

４
．
採

石
業

者
に
対

す
る
監

督
・
命

令
（
第

33
条
の

9等
）

・
災
害
防
止
上
必
要
と
認
め
る
と
き
は
、
都
道
府
県
知
事
等
は
採
石
業
者
に
対
し
必
要
な
措
置
を
命
じ
る
こ
と
が
で
き
る

等

採
石

法
に
つ
い
て

通番５３：旅館業等の許可等に係る暴力団排除のための不許可事由の見直し 
（経済産業省資源エネルギー庁）
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【
提
案
等
の
概
要
】

○
現
行
法
の
登
録
及
び
取
消
し
基
準
は
限
定
的
で
あ
り
、
地
域
の
実
情
に
応
じ
法
の
目
的
を
阻
害
す
る
要

因
を
排

除
す
る
こ
と
が

で
き
な
い
。
こ
の

た
め
、
必

要
な
基

準
を
条

例
で
付

加
す
る
こ
と
が

で
き
る
よ
う
に

す
べ
き
。
（
全
国
知
事
会
）

義
務

付
け
・
枠

付
け
見

直
し
（
第
4次

見
直

し
）
に
係

る
提

案
事

項
等

に
つ
い
て

（
平

成
25

年
3月

）

【
経
済
産
業
省
か
ら
の
回
答
】

○
現
行
法
の
登
録
拒
否
条

項
及
び
取
消
し
条
項
に
都
道
府
県
が
定
め
る
条
例
を
付
加
す
る
こ
と
は
法
制

度
上

で
き
な
い
。
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【
提
案
等
の
概
要
】

○
採
石
法
に
基
づ
く
業
者
か
ら
暴
力
団
を
排
除
で
き
る
よ
う
、
条
例
委
任
又
は
法
改
正
に
よ
る
暴
力
団

排
除
条
項
の
追
加
を
行
う
こ
と
。
（
九
州
地
方
知
事
会
）

平
成

２
６
年

の
提

案
募

集
方

式
に
お
け
る
地

方
か

ら
の

提
案

【
経
済
産
業
省
か
ら
の
回
答
】

○
提

案
の

実
現

に
向

け
て
対

応
を
検

討

・
提

案
事

項
の

重
要

性
に
つ
い
て
は

十
分

理
解

し
て
い
る
。

・
一

方
で
、
提

案
事

項
の

実
現

に
向

け
て
は

、
法

制
面

で
の

課
題

等
に
つ
い
て
関

係
部

局
と
も
十

分
に

検
証
を
行
う
必
要
が
あ
る
た
め
、
そ
れ
を
踏
ま
え
て
具
体
的
な
措
置
内
容
を
検
討
し
て
い
く
こ
と
と
す
る
。
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◎
砂
利
採
取
法
は
、
「
砂
利
採
取
業
に
つ
い
て
、
そ
の
事
業
を
行
な
う
者
の
登
録
、
砂
利
の
採
取
計
画
の
認
可
そ
の
他

の
規
制
を
行
な
う
こ
と
等
に
よ
り
、
砂
利
の
採
取
に
伴
う
災
害
を
防
止
し
、
あ
わ
せ
て
砂
利
採
取
業
の
健
全
な
発
達
に

資
す
る
こ
と
」
を
目
的
と
し
て
、
砂
利
採
取
業
者
の
登
録
制
度
等
を
規
定
し
て
い
る
（
昭
和
4
3
年
制
定
）
。

【
砂

利
採

取
法

の
概

要
】

１
．
砂

利
採

取
業

者
の

登
録

制
度

（
第

３
条

等
）

①
砂
利
採
取
業

を
行

お
う
と
す
る
者
に
対
す
る
都
道
府
県
知
事
に
よ
る
登
録
制
度
を
規
定

②
以
下
の
場
合
に
は
都
道
府
県
知
事
は
登
録
を
拒
否
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い

i.
砂
利
採
取
法
違
反
に
よ
り
罰
金
以
上
の
刑
に
処
せ
ら
れ
た
者

ii.
過
去
二
年
以
内
に
砂
利
採
取
業
登
録
の
取
消
し
を
受
け
た
者

iii.
砂
利
採
取
業
者
の
事
務
所
ご
と
に
業
務
管
理
者
を
置
い
て
い
な
い
者

等

２
．
砂

利
採

取
計

画
の

認
可

制
度

（
第

16
条
等
）

①
砂
利
採
取
業
者
が
砂
利
の
採
取
を
行
お
う
と
す
る
場
合
の
都
道
府
県
知
事
等
に
よ
る
採
取
計
画
の
認
可
制
度
を
規
定

②
認

可
の

基
準

→
砂
利
の
採
取
が
他
人
に
危
害
を
及
ぼ
す
等
公
共
の
福
祉
に
反
す
る
と
認
め
る
と
き
は
、
都
道
府
県
知
事
等

は
認
可
を
し
て
は
な
ら
な
い

３
．
砂

利
採

取
業

者
に
対

す
る
監

督
・
命

令
（
第

23
条
等
）

－
災
害
防
止
上
必
要
と
認
め
る
と
き
は
、
都
道
府
県
知
事
等
は
砂
利
採
取
業
者
に
対
し
必
要
な
措
置
を
命
じ
る
こ
と
が
で
き
る

等

砂
利

採
取

法
に
つ
い
て

通番５３：旅館業等の許可等に係る暴力団排除のための不許可事由の見直し（経済産業省）
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【
提
案
等
の
概
要
】

○
現
行
法
の
登
録
及
び
取
消
し
基
準
は
限
定
的
で
あ
り
、
地
域
の
実
情
に
応
じ
法
の
目
的
を
阻
害
す
る
要

因
を
排

除
す
る
こ
と
が

で
き
な
い
。
こ
の

た
め
、
必

要
な
基

準
を
条

例
で
追

加
す
る
こ
と
が

で
き
る
よ
う
に

す
べ
き
。
（
全
国
知
事
会
）

義
務

付
け
・
枠

付
け
見

直
し
（
第
4次

見
直

し
）
に
係

る
提

案
事

項
等

に
つ
い
て

（
平

成
25

年
3月

）

【
経
済
産
業
省
か
ら
の
回
答
】

○
現
行
法
の
登
録
拒
否
条
項
及
び
取
消
し
条
項
に
都
道
府
県
が
定
め
る
条
例
を
追
加
す
る
こ
と
は
法
制

度
上

で
き
な
い
。
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【
提
案
等
の
概
要
】

○
砂
利
採
取
法
に
基
づ
く
業
者
か
ら
暴
力
団
を
排
除
で
き
る
よ
う
、
条
例
委
任
又
は
法
改
正
に
よ
る
暴
力
団

排
除
条
項
の
追
加
を
行
う
こ
と
。
（
九
州
地
方
知
事
会
）

平
成
26

年
の

提
案

募
集

方
式

に
お
け
る
地

方
か

ら
の

提
案

【
経
済
産
業
省
か
ら
の
回
答
】

○
提

案
の

実
現

に
向

け
て
対

応
を
検

討

・
提

案
事

項
の

重
要

性
に
つ
い
て
は

十
分

理
解

し
て
い
る
。

・
一
方
で
、
提
案
事
項
の
実
現
に
向
け
て
は
、
法
制
面
で
の
課
題
等
に
つ
い
て
関
係
部
局
と
も
十
分
に
検

証
を
行

う
必

要
が

あ
る
た
め
、
そ
れ

を
踏

ま
え
て
具

体
的

な
措

置
内

容
を
検

討
し
て
い
く
こ
と
と
す
る
。
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都
道
府
県
知
事

旅
館
業
法
の
規
制
に
つ
い
て

○
旅

館
業

法
は

、
旅

館
業

の
健

全
な
発

達
を
図

る
と
と
も
に
、
旅

館
業

の
分

野
に
お
け
る
利

用
者

の
需

要
の

高
度

化
及

び
多

様

化
に
対

応
し
た
サ

ー
ビ
ス
の

提
供

を
促

進
し
、
も
っ
て
公

衆
衛

生
及

び
国

民
生

活
の

向
上

に
寄

与
す
る
こ
と
を
目

的
と
し
て
お
り
、

ホ
テ
ル

や
旅

館
に
つ
い
て
、
衛

生
の

確
保

や
善

良
の

風
俗

の
保

持
の

観
点

か
ら
、
営

業
の

許
可

等
の

規
制

を
行

っ
て
い
る
。

旅
館
業

○
不

許
可

と
す
る
こ
と
が

で
き
る
場

合

○
許

可
後

の
監

督
・

改
善

命
令

、
営

業
停

止
命

令
、
許

可
の

取
消

し

許
可

①
施

設
の

構
造

設
備

が
政

令
で
定

め
る
基

準
（
設

備
構

造
基

準
）
に
適

合
し
な
い
と
認

め
る
と
き

－
客

室
数

、
フ
ロ
ン
ト
（
玄

関
帳

場
）

－
換

気
、
採

光
、
照

明
、
排

水
、
入

浴
、
洗

面
設

備
－
そ
の
他
条
例
で
定
め
る
基
準

②
施

設
の

設
置

場
所

が
公

衆
衛

生
上

不
適

当
で
あ
る
と
認

め
る
と
き

③
申

請
者

が
一

定
の

欠
格

事
由

に
該

当
す
る
と
き

－
旅
館
業
法
又
は
同
法
に
基
づ
く
処
分
の
違
反

－
旅

館
業

の
許

可
の

取
消

し

④
施

設
の

設
置

場
所

が
、
学

校
な
ど
一

定
の

施
設

の
敷

地
の

周
囲

お
お
む
ね

10
0ｍ

の
区

域
内

に
あ
る
場
合
に
お
い
て
、
設
置
に
よ
っ
て
当

該
施
設

の
清
純

な
施
設

環
境
が

著
し
く
害

さ
れ

る
お

そ
れ

が
あ
る
と
認

め
る
と
き

旅
館

業
法

の
概

要

通番５３：旅館業等の許可等に係る暴力団排除のための不許可事由の見直し（厚生労働省）
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旅
館
業
法
に
暴
力
団
排
除
条
項
を
追
加
す
る
こ
と
に
つ
い
て


最

高
裁

昭
和

5
0
年

4
月

3
0
日

判
決

（
薬

事
法

違
憲

判
決

）
は

、
「
合

憲
性

を
肯

定
し
う
る
た
め
に
は

、
原

則
と
し
て
、
重

要
な
公

共
の

利
益

の
た

め
に
必

要
か

つ
合

理
的

な
措

置
で
あ
る
こ
と
を
要

し
」
、
「
自

由
な
職

業
活

動
が

社
会

公
共

に
対

し
て
も
た
ら
す
弊

害
を
防

止
す
る
た
め
の

消
極

的
、
警

察
的

措
置

で
あ
る
場

合
に
は

、
・
・
・
職

業
の

自
由

に
対

す
る
よ
り
ゆ
る
や

か
な
制

限
で
あ
る
職

業
活

動
の

内
容

及
び
態

様
に
対

す
る
規

制
に
よ
っ
て
は

右
の

目
的

を
十

分
に
達

成
す
る
こ
と
が

で
き
な
い
と
認

め
ら
れ

る
こ
と
を
要

す
る
」
と
判

示
。

○
旅

館
業

法
に
暴

力
団

排
除

条
項

を
設

け
る
こ
と
は

、
憲

法
22

条
1項

の
職

業
選

択
の

自
由

へ
の

制
約

と
な
る
。

こ
れ
が
認
め
ら
れ
る
た
め
に
は
、
規

制
を
行

う
べ

き
立

法
事

実
に
基

づ
き
、
規

制
の

必
要

性
・
合

理
性

及
び
同

じ

目
的

で
達

成
さ
れ

る
よ
り
緩

や
か

な
規

制
手

段
が

な
い
こ
と
の

説
明

が
必

要
。

○
旅
館
業
法
の
目
的
や
暴
力
団
排
除
条
項
を
有
す
る
立
法
例
が
限
ら
れ
て
お
り
、
そ
の
限
ら
れ
た
立
法
例
も
踏
ま

え
て
判

断
す
る
と
、
単

に
、
暴

力
団

が
反

社
会

的
勢

力
で
あ
る
と
い
う
事

実
だ
け
で
は

足
り
ず
、

・
旅

館
業

に
暴

力
団

が
幅

広
く
進

出
し
、
そ
の

収
益

が
暴

力
団

の
重

要
な
資

金
源

に
な
っ
て
い
る
こ
と

・
暴

力
団

が
旅

館
業

を
営

む
こ
と
に
よ
り
、
そ
こ
で
犯

罪
行

為
が

頻
繁

に
行

わ
れ

る
な
ど
、
旅

館
業

の
健

全
な
発

発
達

に
支

障
が

生
じ
て
い
る
こ
と

の
具

体
的

な
立

法
事

実
が

存
在

す
る
こ
と
が

必
要

。


他

の
立

法
例

と
し
て
は

、
①

債
権

管
理

回
収

業
に
関

す
る
特

別
措

置
法

、
②

建
設

業
法

、
③

廃
棄

物
の

処
理

及
び
清

掃
に
関

す
る
法

律
、
④

警
備

業
法

、
⑤

風
俗

営
業

等
の

規
制

及
び
業

務
の

適
正

化
に
関

す
る
法

律
、
が

あ
る
。

12



○
暴

力
団

を
社

会
的

活
動

か
ら
排

除
す
る
こ
と
の

必
要

性
は

十
分

に
認

識
し
て
い
る
が

、
そ
れ

を
旅

館
業

法
に
暴

力
団
排
除
条
項
を
規
定
す
る
こ
と
に
よ
り
行
う
た
め
に
は
、
憲
法
と
の
関
係
で
、
そ
れ

を
行

う
だ
け
の

具
体

的
な
立

法
事

実
が

必
要

で
あ
り
、
当

該
立

法
事

実
が

な
い
限

り
、
旅

館
業

法
上

の
対

応
は

難
し
い
と
考

え
て
い
る
。

※
厚

生
労

働
省

と
し
て
は

、
現

時
点

で
は

、
そ
こ
ま
で
の

立
法

事
実

は
な
い
も
の

と
認

識


仮

に
、
一

定
の

立
法

事
実

が
あ
っ
た
と
し
て
も
、
旅

館
業

法
に
暴

力
団

排
除

条
項

を
追

加
し
な
い
限

り
排

除
で
き
な
い
か

（
＝

同
じ
目

的
を
達

成
で
き
る
よ
り
緩

や
か

な
規

制
手

段
が

な
い
か

）
に
つ
い
て
の

検
討

が
必

要
。

13



義
務
付
け
・
枠
付
け
第
４
次
見
直
し
（
平
成

25
年
３
月
）

に
お
け
る
整
理
に
つ
い
て

【
要

望
概

要
】

○
暴

力
団

は
反

社
会

的
勢

力
の

中
心

で
あ
り
、
暴

力
団

員
及

び
そ
の

密
接

な
関

係
者

を
旅

館
業

か
ら
排

除
し
た
い
が

、
法

律
に
暴

排
条

項
が

な
く
、
排

除
措

置
を
実

施
す
る
こ
と
が

で
き
な
い
。

○
現

行
の

旅
館

業
法

の
許

可
及

び
取

消
基

準
は

限
定

的
で
あ
り
、
地

域
の

実
情

に
応

じ
法

の
目

的
を
阻

害
す
る
要

因
を

排
除

す
る
こ
と
が

で
き
な
い
た
め
、
必

要
な
基

準
を
条

例
で
付

加
す
る
こ
と
が

で
き
る
よ
う
に
す
べ

き
。

【
整

理
】

○
旅

館
業

の
許

可
に
係

る
欠

格
要

件
を
条

例
に
委

ね
る
こ
と
に
つ
い
て
、
内

閣
法

制
局

に
相

談
し
た
と
こ
ろ
、
欠

格
要

件
は

構
造

基
準

等
と
異

な
り
、
地

域
ご
と
に
異

な
る
性

質
の

も
の

で
は

な
く
、
条

例
に
委

ね
る
こ
と
は

法
制

的
に
困

難
で
あ
る
と

の
見

解
。

○
旅

館
業

法
は

、
地

方
公

共
団

体
が

旅
館

業
法

と
は

別
の

観
点

か
ら
暴

力
団

排
除

を
目

的
と
す
る
条

例
措

置
を
講

ず
る
こ

と
を
妨

げ
る
も
の

で
は

な
い
。

→
旅

館
業

法
の

許
可

に
係

る
欠

格
要

件
を
条

例
に
委

ね
る
こ
と
が

法
制

的
に
困

難
で
あ
る
こ
と
は

、
義

務
付

け
・
枠

付
け
第

４
次

見
直

し
に
お
い
て
決

着
済

み

14



産
業
競
争
力
強
化
法
に
基

づ
く

創
業
支
援
の
促
進
に
つ
い
て

（
「
創
業
支
援
事
業
計
画
」
）

平
成

26
年

9月
 

中
小

企
業

庁

総
務

省

通番２２：市町村策定の創業支援事業計画認定権限の都道府県への移譲
　　（経済産業省中小企業庁、総務省）
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地
域
産
業
資
源
活
用
の
促
進
に
つ
い
て

 

平
成
２
６
年
９
月

 

経
済
産
業
省

 
中
小
企
業
庁

 

通番５４：地域産業資源活用事業計画の認定権限等の都道府県への移譲 
（経済産業省中小企業庁）
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CO957966
長方形
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地
方

分
権

改
革

有
識

者
会
議

提
案
募
集
検
討
専
門
部
会
御
説
明
資
料

平
成
２
６
年
９
月
３
日

消
費
者
庁

通番４０：消費者安全法の勧告・命令権限の都道府県への移譲（消費者庁）

25

CO957966
長方形



○
消

費
者

庁
に
よ
る
一

元
的

な
情

報
の

集
約

・
分

析

○
集

約
・
分

析
し
た
情

報
に
基

づ
く
適

切
な
法

執
行

の
確

保

財
産

被
害

事
案

の
「
消

費
者

事
故

等
」
（
２
条

５
項

３
号

）

○
虚

偽
の

又
は

誇
大

な
広

告
そ
の

他
の

消
費

者
の

利
益

を
不

当
に
害

し
、

又
は

消
費

者
の

自
主

的
か

つ
合

理
的

な
選

択
を
阻

害
す
る
お
そ
れ

が
あ

る
行

為
で
あ
っ
て
政

令
で
定

め
る
も
の

が
事

業
者

に
よ
り
行

わ
れ

た
事

態

【
消

費
者

事
故

等
に
該

当
す
る
場

合
（
消

費
者

安
全

法
施

行
令

）
】

①
虚

偽
・
誇

大
な
広

告
・
表

示
②

申
込

み
の

撤
回

・
解

除
・
解

約
を
妨

げ
る
行

為
（
不

実
告

知
・
事

実
不

告
知

、
断

定
的
判
断
の
提
供

等
）

③
消

費
者

を
欺

き
、
威

迫
し
、
困

惑
さ
せ

る
行

為
④

不
当

な
契

約
締

結
又

は
そ
の

勧
誘

（
個

別
法

に
よ
っ
て
取

消
事

由
と
さ
れ

て
い
る

不
当

な
勧

誘
行

為
、
無

効
と
な
る
よ
う
な
不

当
な
契

約
条

項
を
含

む
契

約
等

）
⑤

債
務
不
履
行

⑥
違
法
景
品
類
の
提
供

等

消
費

者
安

全
法

に
基

づ
く
財

産
分

野
に
係

る
措

置
等

の
概

要

消
費
者
被
害
の
発
生
又
は
拡
大
の
防
止
の
た
め
の
措
置

１
．
消
費
者
へ
の
注
意
喚
起
（
3
8
条
１
項
）

消
費
者
事
故
等
の
発
生
に
関
す
る
情
報
を
得
た
場
合
に
お
い
て
、
消
費
者
被
害

の
発

生
・
拡
大
の
防
止
を
図
る
た
め
消
費
者
の
注
意

を
喚
起
す
る
必
要
が
あ
る
と

認
め

る
と
き
は
、
消
費
者
事
故
等
の
態
様
、
当
該
消

費
者
事
故
等
に
よ
る
被
害
の

状
況

そ
の
他
の
消
費
者
被
害
の
発
生
又
は
拡
大
の
防

止
に
資
す
る
情
報
を
公
表
。

２
．
他
の
大
臣
に
対
す
る
措
置
要
求
（
3
9
条
１
項
）

消
費
者
事
故
等
の
発
生
に
関
す
る
情
報
を
得
た
場
合
に
お
い
て
、
消
費
者
被
害

の
発
生
又
は
拡
大
の
防
止
を
図
る
た
め
に
実
施
し
得
る
他
の
法
律
の
規
定
に
基
づ

く
措
置
が
あ
る
場
合
、
当
該
法
律
に
基
づ
く
措
置
を
実
施
す
る
よ
う
関
係
大
臣
に

要
求
。

１
．
事

業
者

に
対

す
る
措

置

（
例
）
実
態
の
な
い
権
利
の
取
引
（
架
空
の
温
泉
利
用
権
、
鉱
山
採
掘
権
等
）

○
措

置
の
内
容
：
事
業
者
に
対
し
て
、
内
閣
総
理
大
臣
が
措
置

２
．
関

係
機

関
等

へ
の

情
報

提
供

消
費
者
の
財
産
被
害
に
係
る
隙
間
事
案
へ
の
行
政
措
置
の
導
入

※
平

成
25
年

４
月

１
日

施
行

（
「
隙
間
事
案

」
の
場
合

（
被

害
の
発

生
・
拡
大

防
止
を

図
る
た
め

に
実
施

し
得
る
他

の
法
律

に
基
づ
く

措

置
が

な
い

場
合

）
）

○
措
置
の
要
件
：
「
多
数
消
費
者
財
産
被
害
事
態
」
（
消
費
者
に
重
大
な
財
産
被
害
を
生
じ

さ
せ
る
事
態
）

・
取
引
の
分
野
の
「
消
費
者
事
故
等
」
の
う
ち
、

・
消
費
者
の
財
産
上
の
利
益
を
侵
害
す
る
こ
と
と
な
る
不
当
な
取
引
で
あ
っ
て
事
業
者

が
示
す
内
容
・
取
引
条
件
と
実
際
の
も
の
が
著
し
く
異
な
る
取
引
な
ど
が
行
わ
れ
る

こ
と
に
よ
り
、

・
多
数
の
消
費
者
の
財
産
に
被
害
を
生
じ
さ
せ
又
は
生
じ
さ
せ
る
お
そ
れ
の
あ
る
事
態

・
被
害
を
生
じ
さ
せ
て
い
る
取
引
の
取
り
や
め
そ
の
他
必
要
な
措
置
を
勧
告

・
勧
告
に
正
当
な
理
由
な
く
従
わ
な
い
場
合
、
勧
告
に
従
う
旨
を
命
令

（
命
令
違
反
に

対
し
て
は
罰
則
）

被
害
の
発
生
・
拡

大
の
防
止
に
資
す
る
情
報
を
、
内
閣
総
理
大
臣
が
関
係
機
関
等
へ
提
供

（
例
）
犯
罪
利
用
預
金
口
座
等
を
発
見
し
た
場
合
、
い
わ
ゆ
る
振
り
込
め
詐
欺
救
済
法
に
基
づ
く
口
座

の
凍
結
の
た
め
、
金
融
機
関
に
対
し
情
報
提
供

消
費

者
の

消
費

生
活

に
お
け
る
被

害
を
防

止
し
、
そ
の

安
全

を
確

保

左 記 に 追 加 し て 施 行

平 成 2
5

年 ４ 月 １ 日 か ら

【
「
隙

間
事
案
」
へ
の
勧
告
・
命
令
の
イ
メ
ー
ジ
】

（
安
全
）
消
費
生
活
用
製
品
安
全
法

等

措
置
要
求

隙 間 （ 財 産 ）

各 省 庁 所 管 法

（ 財 産 ）

隙 間 （ 生 命 ・ 身 体 ）

各 省 庁 所 管 法

（ 生 命 ・ 身 体 ）

消
費

者
庁

（
取
引
）
特
定
商
取
引
法
、
特
定
電
子
メ
ー
ル
法
、

預
託
法
、
貸
金
業
法
、
割
賦
販
売
法
、

宅
建
業
法
、
旅
行
業
法

等

（
表
示
）
景
品
表
示
法
、
J
A
S
法
、
食
品
衛
生
法

等

事
業
者
へ
の

勧
告
・
命
令
等
（
※
１
）

措
置
要
求

事
業

者
へ
の

勧
告

・
命
令
等
（
※
２
）

今
回

の
改
正
で

新
た
に
導
入

消
費
者
庁

（
消
費
者
安
全
法
）

消
費
者
庁

（
消

費
者

安
全

法
）

（
※
１
）
「
重
大
事
故
等
」
が
発
生
し
た
場
合

（
※
２
）
「
多
数
消
費
者
財
産
被
害
事
態
」
が
発
生
し
た
場
合

26



非
隙
間
事
案

関
係

機
関

へ
の

措
置

要
求

（
第

39
条
第

1項
）

・
消

費
者
被
害
の
発
生
又

は
拡

大
の

防
止

を
図

る
た

め
必
要
が
あ
り
、
そ
の
た

め
に
実
施
し
得
る
他
の
法

律
に
基
づ
く
措
置
が
あ
る

と
き
は

、
当

該
措

置
の

所
管
官
庁
に
措
置
の
実
施

を
求
め
る

隙
間
事
案

隙
間

、
非

隙
間

に
関
係
な
く

消
費
者
庁
に
お
け
る
財
産
被
害
事
案
の
事
務
フ
ロ
ー

端
緒

（
第
1
2
条
第
2
項
等
）

・
提
供
さ
れ
た
情
報
の
分
析

・
調
査
対
象
事
案
の
選
定
（
消
費
者
の
財
産
被
害
の
発
生
な
ど
の
観
点
か
ら
）

調
査

・
関

連
事

実
の

調
査

、
消

費
者

か
ら
の

被
害

聴
取

・
消

費
者

事
故

等
（
第

２
条

第
５
項

第
３
号

）
の

認
定

等

更
に

・
多

数
消

費
者

財
産

被
害

事
態

（
第

２
条

第
８
項

）
の

認
定

・
隙
間
事
案
か
否
か

な
ど

注
意

喚
起

（
第
3
8
条
第
1
項
）

・
消
費
者

被
害
の
発
生
又
は

拡
大
の
防
止
を
図
る
た
め

必
要

が
あ
る
と
き
は

、
被

害
の
発

生
又
は
拡
大
の
防

止
に
資
す
る
情
報
を
提
供

・
公
表

罰
則

（
第

5
1
条

、
第

5
5
条

）

勧
告

（
第
4
0
条
第
4
項
）

・
多

数
消

費
者

財
産

被
害

事
態

に
よ
る
被

害
の

発
生

又
は
拡
大
の
防
止
を
図
る
た
め
必
要
が
あ
る
と
き

は
、
事
業
者
に
不
当
な
取
引
の
取
り
や
め
等
を
勧
告

消
費

者
委

員
会

の
意

見
聴

取
（
第
4
0
条
第
7
項
）

・
内
閣
総
理
大
臣
は
、
命
令
を
し
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
あ
ら
か

じ
め
消
費
者
委
員
会
の
意
見
を
聴
か
な
け
れ
ば
な
ら
な
い

消
費
者
向
け

事
業
者
向
け

命
令
に
違
反
し
た
場
合

都
道

府
県

知
事

に
よ
る

要
請

（
第

4
4
条

第
１
項

）
・
区
域
内
の
消
費
者
被
害

の
発
生
又
は
拡
大
の
防

止
を
図
る
た
め
必
要
が

あ
る
と
き
は

、
内

閣
総

理
大
臣
に
対
し
、
措
置
の

内
容
及
び
理
由
を
記
載

し
た
書
面
を
添
え
て
、
必

要
な
措
置
の
実
施
を
要

請
で
き
る

命
令

（
第
4
0
条
第
5
項
）

・
被
害
の
発
生
又
は
拡
大
の
防
止
を
図
る
た
め
特
に

必
要
が
あ
る
と
き
は
、
事
業
者
に
勧
告
に
係
る
措

置
を
と
る
べ
き
こ
と
を
命
令

事
業
者
が
正
当
な
理
由
な
く
勧
告
に
係
る
措
置
を
と
ら
な
か
っ
た
場
合
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